
第６３号議案 

   令和２年度吉川市一般会計補正予算（第５号） 

 令和２年度吉川市一般会計補正予算（第５号）は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ３６９，８４７千円を追加し、歳

入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ３２，０１８，６３２千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予

算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

（地方債の補正） 

第２条 既定の地方債の変更及び廃止は、「第２表 地方債補正」による。 

  令和２年９月２日提出 

                             吉川市長 中原恵人 



 第１表　歳入歳出予算補正

 歳　入 (単位　千円)

1. 市税 9,551,007 30,000 9,581,007

1. 市民税 4,612,042 30,000 4,642,042

10. 地方特例交付金 110,000 21,385 131,385

1. 地方特例交付金 110,000 21,385 131,385

11. 地方交付税 1,400,000 179,503 1,579,503

1. 地方交付税 1,400,000 179,503 1,579,503

14. 使用料及び手数料 168,998 △9,922 159,076

1. 使用料 120,323 △9,922 110,401

15. 国庫支出金 12,507,071 140,650 12,647,721

1. 国庫負担金 3,541,965 8,661 3,550,626

2. 国庫補助金 8,950,968 131,389 9,082,357

3. 委託金 14,138 600 14,738

16. 県支出金 1,750,319 4,331 1,754,650

1. 県負担金 1,209,719 4,331 1,214,050

19. 繰入金 797,316 △326,415 470,901

1. 基金繰入金 772,114 △330,994 441,120

2. 特別会計繰入金 25,202 4,579 29,781

20. 繰越金 300,000 275,878 575,878

1. 繰越金 300,000 275,878 575,878

21. 諸収入 534,583 11,073 545,656

4. 雑入 491,548 11,073 502,621

22. 市債 2,474,900 43,364 2,518,264

1. 市債 2,474,900 43,364 2,518,264

31,648,785 369,847 32,018,632

計
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款 項 補正前の額 補 正 額

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計

 歳　出 (単位　千円)

2. 総務費 9,506,275 2,803 9,509,078

1. 総務管理費 8,799,251 15 8,799,266

2. 徴税費 392,012 △303 391,709

3. 戸籍住民基本台帳費 269,345 3,091 272,436

3. 民生費 10,410,333 91,377 10,501,710

1. 社会福祉費 3,284,961 22,351 3,307,312

2. 児童福祉費 5,366,759 34,520 5,401,279

3. 生活保護費 1,214,179 34,506 1,248,685

4. 衛生費 1,613,217 21,109 1,634,326

1. 保健衛生費 616,574 15,845 632,419

2. 環境衛生費 355,855 352 356,207

3. 清掃費 640,788 4,912 645,700

5. 農林水産業費 238,856 7,292 246,148

1. 農業費 238,856 7,292 246,148

6. 商工費 273,220 △1,869 271,351

1. 商工費 273,220 △1,869 271,351

7. 土木費 3,233,530 122,522 3,356,052

1. 土木管理費 223,003 934 223,937

2. 道路橋りょう費 453,457 82,300 535,757

3. 都市計画費 2,557,070 39,288 2,596,358

8. 消防費 1,228,847 △3,735 1,225,112

1. 消防費 1,228,847 △3,735 1,225,112

9. 教育費 2,892,098 90,348 2,982,446

1. 教育総務費 1,198,049 △694 1,197,355

2. 小学校費 697,762 6,079 703,841

3. 中学校費 339,786 1,423 341,209

4. 社会教育費 443,859 62,921 506,780

5. スポーツ費 212,642 20,619 233,261

11. 諸支出金 170 40,000 40,170

1. 基金費 170 40,000 40,170

31,648,785 369,847 32,018,632

補 正 額 計
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款 項 補正前の額

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計
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第２表　地方債補正
１．変更

２．廃止

起　債　の　目　的 限　度　額 起 債 の 方 法 利　　　率 償　還　の　方　法

千円

衛生環境設備整備事業債 9,700
普通貸借

又は
証券発行

　年５.０％以内
（ただし、利率見
直し方式で借入れ
るものについて、
利 率 の 見 直 し を
行った後において
は、当該見直し後
の利率）

　政府資金についてはその融資条
件により、県、組合、銀行等の場
合はその債権者と協定又は定めら
れた融資条件による。ただし、市
財政その他の都合により据置期間
及び償還期限を短縮し、繰上償還
又は低利債に借換えすることがで
きる。

償還の方法限度額

臨時財政対策債 750,000 〃

起債の方法

補　正　前

〃

利率

補　正　後
起債の目的

〃

〃

〃

15,500 〃 〃 〃

〃 〃 759,364 〃 〃

消防施設用地取得
事業債

21,000 〃 〃

都市計画街路整備
事業債

308,600 〃 332,100

起債の方法 利率 償還の方法

〃

〃 〃 〃

普通貸借
又は

証券発行

年 5.0 ％
以内
（ただし、
利率見直し
方式で借入
れるものに
ついて、利
率の見直し
を行った後
に お い て
は、当該見
直し後の利
率）

政府資金
については
その融資条
件により、
県、組合、
銀行等の場
合はその債
権者と協定
又は定めら
れた融資条
件による。
ただし、市
財政その他
の都合によ
り据置期間
及び償還期
限 を 短 縮
し、繰上償
還又は低利
債に借換え
することが
できる。

〃 〃
橋りょう整備事業
債

18,500 〃 〃

限度額

千円

17,000

40,700

千円

〃

道路整備事業債 13,500
普通貸借

又は
証券発行

年 5.0 ％
以内
（ただし、
利率見直し
方式で借入
れるものに
ついて、利
率の見直し
を行った後
に お い て
は、当該見
直し後の利
率）

政府資金
については
その融資条
件により、
県、組合、
銀行等の場
合はその債
権者と協定
又は定めら
れた融資条
件による。
ただし、市
財政その他
の都合によ
り据置期間
及び償還期
限 を 短 縮
し、繰上償
還又は低利
債に借換え
することが
できる。

 １　総　括

 歳　入 （単位　千円）

1. 市税 9,551,007 30,000 9,581,007

10. 地方特例交付金 110,000 21,385 131,385

11. 地方交付税 1,400,000 179,503 1,579,503

14. 使用料及び手数料 168,998 △9,922 159,076

15. 国庫支出金 12,507,071 140,650 12,647,721

16. 県支出金 1,750,319 4,331 1,754,650

19. 繰入金 797,316 △326,415 470,901

20. 繰越金 300,000 275,878 575,878

21. 諸収入 534,583 11,073 545,656

22. 市債 2,474,900 43,364 2,518,264

31,648,785 369,847 32,018,632

- 4 -

款 計補正前の額 補　正　額

歳入歳出補正予算事項別明細書

歳　　入　　合　　計



2. 総務費 9,506,275 2,803 9,509,078

3. 民生費 10,410,333 91,377 10,501,710

4. 衛生費 1,613,217 21,109 1,634,326

5. 農林水産業費 238,856 7,292 246,148

6. 商工費 273,220 △1,869 271,351

7. 土木費 3,233,530 122,522 3,356,052

8. 消防費 1,228,847 △3,735 1,225,112

9. 教育費 2,892,098 90,348 2,982,446

11. 諸支出金 170 40,000 40,170

31,648,785 369,847 32,018,632

款
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歳　　　出　　　合　　　計

 歳　出

計補　正　額補正前の額

（単位　千円）

18,940 △5,000 △11,137

16,337 75,040

15,085 △4,079 10,103

6,351 941

△1,869

26,835 49,200 684 45,803

△5,500 1,765

61,433 △9,700 △4,554 43,169

40,000

144,981 34,000 △12,949 203,815

- 6 -

その他
一般財源

補 正 額 の 財 源 内 訳

特　　　　　定　　　　　財　　　　　源

国県支出金 地方債



２　歳　入

(款) 1.市税 (項) 1.市民税

 1. 個人 4,242,465 30,000 4,272,465

4,612,042 30,000 4,642,042

(款)10.地方特例交付金 (項) 1.地方特例交付金

 1. 地方特例交付金 110,000 21,385 131,385

110,000 21,385 131,385

(款)11.地方交付税 (項) 1.地方交付税

 1. 地方交付税 1,400,000 179,503 1,579,503

1,400,000 179,503 1,579,503

(款)14.使用料及び手数料 (項) 1.使用料

 3. 衛生使用料 49,142 △4,513 44,629

 7. 教育使用料 32,861 △5,409 27,452

120,323 △9,922 110,401

(款)15.国庫支出金 (項) 1.国庫負担金

 1. 民生費国庫負担金 3,539,198 8,661 3,547,859

3,541,965 8,661 3,550,626

(款)15.国庫支出金 (項) 2.国庫補助金

 1. 総務費国庫補助金 7,960,536 119,933 8,080,469

 2. 民生費国庫補助金 341,999 6,600 348,599

 5. 土木費国庫補助金 340,956 13,052 354,008

 6. 教育費国庫補助金 293,898 △8,196 285,702

計

計

計

計

計
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目 補正前の額 補　正　額 計

（単位　千円）

 1. 現年課税分 30,000 所得割 30,000

 1. 地方特例交付金 21,385 地方特例交付金 21,385

 1. 地方交付税 179,503 普通交付税 179,503

 1. 衛生使用料 △4,513 自転車駐車場使用料 △4,513

 4. 社会教育使用料 △2,297 公民館使用料 △941

地区センター使用料 △1,356

 5. スポーツ使用料 △3,112 市民プール使用料 △1,167

総合体育館使用料 △621

市営テニスコート使用料 △855

野球場使用料 △175

学校施設使用料 △294

 3. 高齢福祉費負担金 8,661 介護保険低所得者保険料軽減負担金 8,661

 1. 総務費補助金 119,933 社会保障・税番号制度システム整備費補助金 9,933

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 110,000

 3. 児童福祉費補助金 6,160 母子家庭等対策総合支援事業費補助金 2,860

子育て世帯臨時特別給付金給付事務費補助金 3,300

 4. 生活保護費補助金 440 生活困窮者就労準備支援事業費等補助金 440

 1. 土木費補助金 13,052 社会資本整備総合交付金 13,052

 1. 小学校費補助金 △4,951 学校施設環境改善交付金 △4,951

 3. 教育総務費補助金 △3,245 学校保健特別対策事業費補助金 △3,245

15.国庫支出金
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区　　分
説　　　　　　明

節

金　　額



8,950,968 131,389 9,082,357

(款)15.国庫支出金 (項) 3.委託金

 2. 民生費委託金 13,689 600 14,289

14,138 600 14,738

(款)16.県支出金 (項) 1.県負担金

 2. 民生費県負担金 1,193,954 4,331 1,198,285

1,209,719 4,331 1,214,050

(款)19.繰入金 (項) 1.基金繰入金

 1. 財政調整基金繰入金 723,151 △332,533 390,618

 2. 公共施設整備基金繰入金 48,963 1,539 50,502

772,114 △330,994 441,120

(款)19.繰入金 (項) 2.特別会計繰入金

 3. 介護保険特別会計繰入金 1 4,579 4,580

25,202 4,579 29,781

(款)20.繰越金 (項) 1.繰越金

 1. 繰越金 300,000 275,878 575,878

300,000 275,878 575,878

(款)21.諸収入 (項) 4.雑入

 2. 雑入 489,392 △3,301 486,091

 3. 過年度収入 0 14,374 14,374

計

補正前の額目 補　正　額 計

計
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計

計

計

計

（単位　千円）

 3. 児童福祉費委託金 600 幼稚園類似施設調査事業委託金 600

 2. 高齢福祉費負担金 4,331 介護保険低所得者保険料軽減負担金 4,331

 1. 財政調整基金繰入金 △332,533 財政調整基金繰入金 △332,533

 1. 公共施設整備基金繰 1,539 公共施設整備基金繰入金 1,539

入金

 1. 介護保険特別会計繰 4,579 介護保険特別会計繰入金 4,579

入金

 1. 前年度繰越金 275,878 前年度繰越金 275,878

 2. 雑入 △3,301 （一財）自治総合センターコミュニティ助成金 △5,000

生活保護費返還金及び徴収金 1,265

感染症対策用品代 434

 1. 過年度収入 14,374 障害児施設措置費国庫負担金精算金 4,872

障害児施設措置費県負担金精算金 2,436

生活保護費国庫負担金精算金 28

生活保護費県負担金精算金 801

障害者医療費県負担金精算金 86

学校臨時休業対策費補助金 6,151

21.諸収入
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説　　　　　　明
節

金　　額区　　分



491,548 11,073 502,621

(款)22.市債 (項) 1.市債

 3. 土木債 1,587,500 49,200 1,636,700

 4. 消防債 35,800 △5,500 30,300

 5. 臨時財政対策債 750,000 9,364 759,364

 6. 教育債 62,600 △9,700 52,900

2,474,900 43,364 2,518,264

計

計
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補正前の額目 補　正　額 計

（単位　千円）

 1. 道路橋りょう事業債 25,700 道路整備事業債 27,200

橋りょう整備事業債 △1,500

 3. 都市計画事業債 23,500 都市計画街路整備事業債 23,500

 1. 消防施設整備事業債 △5,500 消防施設用地取得事業債 △5,500

 1. 臨時財政対策債 9,364 臨時財政対策債 9,364

 1. 義務教育施設整備事 △9,700 衛生環境設備整備事業債 △9,700

業債

22.市債

区　　分

- 12 -

説　　　　　　明
節

金　　額



３　歳　出

(款) 2.総務費 (項) 1.総務管理費

 9. 情報管理費 311,979 8,415 320,394 12,287 △3,872

国 (12,287)

13. 市民参加推 73,255 △8,400 64,855 △5,000 △3,400

進費 諸収入 (△5,000)

8,799,251 15 8,799,266 12,287 △5,000 △7,272

(款) 2.総務費 (項) 2.徴税費

 2. 賦課徴収費 103,706 △303 103,403 571 △874

国 (571)

392,012 △303 391,709 571 △874

(款) 2.総務費 (項) 3.戸籍住民基本台帳費

 1. 戸籍住民基 246,424 880 247,304 4,246 △3,366

本台帳費 国 (4,246)

 2. 市民サービ 22,921 2,211 25,132 1,836 375

スセンター 国 (1,836)

費

269,345 3,091 272,436 6,082 △2,991

(款) 3.民生費 (項) 1.社会福祉費

 1. 社会福祉総 407,845 612 408,457 612

務費

 2. 障害福祉費 1,553,611 1,083 1,554,694 1,083

 3. 高齢者福祉 615,337 17,698 633,035 12,992 4,706

費 国 (8,661)

県 (4,331)

計

計

計

特　定　財　源
一般財源

地方債 その他
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計

補 正 額 の 財 源 内 訳

目 補正前の額 補　正　額

国県支出金

（単位　千円）

12. 委託料 8,415 10.窓口電算機管理運営事業 8,415

  12 委託料 8,415

　　　窓口電算システム改修委託料 8,415

12. 委託料 △500 20.コミュニティづくり推進事業 △7,900

18. 負担金補助及 △7,900   18 負担金補助及び交付金 △7,900

び交付金 　　　市民まつり助成金 △2,900

　　　コミュニティ助成事業補助金 △5,000

50.国際交流推進事業 △500

  12 委託料 △500

　　　姉妹都市交流事業委託金 △500

12. 委託料 △874 10.賦課事業 △303

17. 備品購入費 571   12 委託料 △874

　　　市税賦課業務委託料 △874

  17 備品購入費 571

　　　管理用備品購入費 571

12. 委託料 880 20.住民基本台帳事業 880

  12 委託料 880

　　　システム改修委託料 880

10. 需用費 2,211 10.市民サービスセンター事業 2,211

  10 需用費 2,211

　　　修繕料 2,211

22. 償還金利子及 612 50.生活困窮者自立支援事業 612

び割引料   22 償還金利子及び割引料 612

　　　生活困窮者自立支援事業費等負担金返還金 612

22. 償還金利子及 1,083 20.障がい者更生援護事業 1,083

び割引料   22 償還金利子及び割引料 1,083

　　　障害者医療費国庫負担金返還金 386

　　　障害者自立支援給付費国庫負担金返還金 278

　　　障害者自立支援給付費県負担金返還金 419

27. 繰出金 17,698 70.介護保険特別会計繰出事業 17,698

  27 繰出金 17,698

　　　介護保険特別会計繰出金 17,698

 3.民生費

- 14 -

節

説　　   明
区　　分 金   額



 4. 老人福祉セ 33,515 2,958 36,473 640 2,318

ンター費 国 (640)

3,284,961 22,351 3,307,312 13,632 8,719

(款) 3.民生費 (項) 2.児童福祉費

 1. 児童福祉総 860,316 3,135 863,451 600 2,535

務費 国 (600)

 2. 児童措置費 1,537,035 451 1,537,486 451

 3. 児童福祉施 332,802 2,927 335,729 2,105 822

設費 国 (2,105)

計

一般財源
目 補正前の額 補　正　額

国県支出金 地方債 その他

- 15 -

計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特　定　財　源

（単位　千円）

10. 需用費 2,958 10.老人福祉センター運営事業 2,958

  10 需用費 2,958

　　　修繕料 2,958

 7. 報償費 491 10.児童健全育成事業 347

10. 需用費 106   22 償還金利子及び割引料 347

11. 役務費 3 　　　子ども・子育て支援交付金返還金 102

22. 償還金利子及 2,535 　　　児童入所施設措置費等国庫負担金返還金 163

び割引料 　　　児童入所施設措置費等県負担金返還金 82

30.子育て支援センター等運営事業 511

  22 償還金利子及び割引料 511

　　　子ども・子育て支援交付金返還金 511

50.ひとり親家庭等自立支援事業 246

  22 償還金利子及び割引料 246

　　　母子家庭等対策総合支援事業費補助金返還金 246

70.保育充実事業 1,138

   7 報償費 491

　　　調査協力報償 401

　　　調査委員会委員報償 90

  10 需用費 106

　　　消耗品費 106

  11 役務費 3

　　　通信運搬費 3

  22 償還金利子及び割引料 538

　　　子ども・子育て支援交付金返還金 538

93.未婚児童扶養手当受給者臨時特別給付金給付事業 893

  22 償還金利子及び割引料 893

　　　母子家庭等対策総合支援事業費補助金返還金 893

22. 償還金利子及 451 10.児童扶養手当支給事業 190

び割引料   22 償還金利子及び割引料 190

　　　児童扶養手当負担金返還金 190

20.児童手当支給事業 261

  22 償還金利子及び割引料 261

　　　児童手当交付金返還金 221

　　　児童手当負担金返還金 40

10. 需用費 2,881 10.市立保育所運営事業 2,927

22. 償還金利子及 46   10 需用費 2,881

び割引料 　　　修繕料 2,881

  22 償還金利子及び割引料 46

 3.民生費

区　　分 金   額
説　　   明

- 16 -

節



 4. 子ども・子 2,389,528 23,170 2,412,698 23,170

育て支援給

付費

 5. 学童保育費 231,213 4,837 236,050 4,837

5,366,759 34,520 5,401,279 2,705 31,815

(款) 3.民生費 (項) 3.生活保護費

 1. 生活保護総 68,671 410 69,081 410

務費

 2. 扶助費 1,145,508 34,096 1,179,604 34,096

1,214,179 34,506 1,248,685 34,506

(款) 4.衛生費 (項) 1.保健衛生費

 2. 予防費 369,725 9,400 379,125 9,068 332

国 (9,068)

計

計

補正前の額 補　正　額

国県支出金 地方債 その他

- 17 -

計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特　定　財　源
一般財源

目

（単位　千円）

　　　保育対策総合支援事業費補助金返還金 46

22. 償還金利子及 23,170 10.保育委託事業 16,253

び割引料   22 償還金利子及び割引料 16,253

　　　子ども・子育て支援交付金返還金 1,662

　　　保育所運営費国庫負担金返還金 6,000

　　　保育所運営費県負担金返還金 2,890

　　　保育対策総合支援事業費補助金返還金 5,701

20.施設型給付事業 2,095

  22 償還金利子及び割引料 2,095

　　　保育対策総合支援事業費補助金返還金 581

　　　施設型給付費国庫負担金返還金 1,038

　　　施設型給付費県負担金返還金 476

30.地域型保育給付事業 2,382

  22 償還金利子及び割引料 2,382

　　　子ども・子育て支援交付金返還金 301

　　　保育対策総合支援事業費補助金返還金 1,438

　　　地域型保育給付費国庫負担金返還金 457

　　　地域型保育給付費県負担金返還金 186

40.施設等利用給付金給付事業 2,440

  22 償還金利子及び割引料 2,440

　　　子ども・子育て支援交付金返還金 235

　　　施設等利用給付費国庫負担金返還金 1,470

　　　施設等利用給付費県負担金返還金 735

22. 償還金利子及 4,837 10.学童保育事業 4,837

び割引料   22 償還金利子及び割引料 4,837

　　　子ども・子育て支援交付金返還金 4,837

22. 償還金利子及 410 10.生活保護運営事業 410

び割引料   22 償還金利子及び割引料 410

　　　生活困窮者就労準備支援事業費等補助金返還金 410

22. 償還金利子及 34,096 10.生活保護事業 34,096

び割引料   22 償還金利子及び割引料 34,096

　　　生活保護費国庫負担金返還金 34,096

18. 負担金補助及 9,068 20.予防接種事業 9,400

び交付金   18 負担金補助及び交付金 9,068

　　　小児インフルエンザ等予防接種費用助成金 9,068

 4.衛生費

区　　分 金   額
説　　   明

- 18 -

節



 3. 母子衛生費 99,359 428 99,787 428

 4. 保健センタ 9,123 6,017 15,140 6,017

ー費 国 (6,017)

616,574 15,845 632,419 15,085 760

(款) 4.衛生費 (項) 2.環境衛生費

 2. 生活環境費 4,177 352 4,529 352

 3. 交通安全対 120,723 0 120,723 △4,513 4,513

策費 使用料 (△4,513)

355,855 352 356,207 △4,513 4,865

(款) 4.衛生費 (項) 3.清掃費

 1. 清掃総務費 332,602 434 333,036 434

諸収入 (434)

 4. 環境センタ 155,708 4,478 160,186 4,478

ー費

640,788 4,912 645,700 434 4,478

(款) 5.農林水産業費 (項) 1.農業費

 3. 農業振興費 12,857 941 13,798 941

 5. 市民農園費 18,460 6,351 24,811 6,351

計

計

計

目 補正前の額 補　正　額

国県支出金 地方債 その他

- 19 -

計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特　定　財　源
一般財源

（単位　千円）

22. 償還金利子及 332   22 償還金利子及び割引料 332

び割引料 　　　感染症予防事業費等補助金返還金 332

22. 償還金利子及 428 10.母子保健事業 215

び割引料   22 償還金利子及び割引料 215

　　　子ども・子育て支援交付金返還金 8

　　　養育医療国庫負担金返還金 138

　　　養育医療県負担金返還金 69

20.乳児家庭全戸訪問事業 213

  22 償還金利子及び割引料 213

　　　子ども・子育て支援交付金返還金 213

10. 需用費 5,627 10.保健センター管理運営事業 6,017

17. 備品購入費 390   10 需用費 5,627

　　　修繕料 5,627

  17 備品購入費 390

　　　管理用備品購入費 390

11. 役務費 352 30.畜犬登録事業 352

  11 役務費 352

　　　通信運搬費 352

10. 需用費 434 10.清掃一般事業 434

  10 需用費 434

　　　印刷製本費 434

10. 需用費 1,772 10.不燃ごみ処理施設維持管理事業 4,478

17. 備品購入費 2,706   10 需用費 1,772

　　　修繕料 1,772

  17 備品購入費 2,706

　　　管理用備品購入費 2,706

18. 負担金補助及 941 30.中核担い手農家育成事業 941

び交付金   18 負担金補助及び交付金 941

　　　認定農業者支援対策事業費補助金 941

10. 需用費 6,351 10.市民農園管理運営事業 6,351

 5.農林水産業費

区　　分 金   額
説　　   明

- 20 -

節



国 (6,351)

238,856 7,292 246,148 6,351 941

(款) 6.商工費 (項) 1.商工費

 2. 商工振興費 212,057 △1,869 210,188 △1,869

273,220 △1,869 271,351 △1,869

(款) 7.土木費 (項) 1.土木管理費

 1. 土木総務費 221,473 934 222,407 934

223,003 934 223,937 934

(款) 7.土木費 (項) 2.道路橋りょう費

 1. 道路橋りょ 19,785 5,978 25,763 5,978

う総務費

 2. 道路維持費 176,925 73,307 250,232 17,602 27,200 28,505

国 (17,602)

 3. 道路新設改 34,762 3,015 37,777 3,015

良費

 6. 橋りょう維 14,535 0 14,535 1,650 △1,500 △150

持費 国 (1,650)

453,457 82,300 535,757 19,252 25,700 37,348

(款) 7.土木費 (項) 3.都市計画費

 3. 公園費 260,869 19,401 280,270 13,783 △855 6,473

国 (13,783) 使用料 (△855)

計

計

計

計

一般財源
目 補正前の額 補　正　額

国県支出金 地方債 その他

- 21 -

計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特　定　財　源

（単位　千円）

  10 需用費 6,351

　　　修繕料 6,351

18. 負担金補助及 △1,869 40.観光振興事業 △1,869

び交付金   18 負担金補助及び交付金 △1,869

　　　観光協会補助金 △1,869

10. 需用費 934 10.道路管理事業 934

  10 需用費 934

　　　修繕料 934

14. 工事請負費 5,978 20.道路橋りょう一般事務事業 5,978

  14 工事請負費 5,978

　　　施設整備工事費 5,978

10. 需用費 3,000 10.道路維持補修事業 73,307

12. 委託料 1,537   10 需用費 3,000

14. 工事請負費 68,705 　　　修繕料 3,000

17. 備品購入費 65   12 委託料 1,537

　　　測定委託料 1,537

  14 工事請負費 68,705

　　　道路補修工事費 68,705

  17 備品購入費 65

　　　管理用備品購入費 65

14. 工事請負費 3,015 10.道路改良事業 3,015

  14 工事請負費 3,015

　　　道路新設工事費 3,015

10. 需用費 11,343 10.公園維持管理事業 19,401

14. 工事請負費 8,058   10 需用費 11,343

　　　修繕料 11,343

  14 工事請負費 8,058

 7.土木費

区　　分 金   額
説　　   明

- 22 -

節



 4. 都市計画街 369,662 19,887 389,549 △6,200 23,500 1,539 1,048

路整備事業 国 (△6,200) 繰入金 (1,539)

費

2,557,070 39,288 2,596,358 7,583 23,500 684 7,521

(款) 8.消防費 (項) 1.消防費

 2. 消防施設費 28,582 △3,735 24,847 △5,500 1,765

1,228,847 △3,735 1,225,112 △5,500 1,765

(款) 9.教育費 (項) 1.教育総務費

 3. 教育指導費 160,247 △694 159,553 △694

 4. 学校保健費 40,013 0 40,013 3,559 △3,559

国 (3,559)

1,198,049 △694 1,197,355 3,559 △4,253

(款) 9.教育費 (項) 2.小学校費

 1. 学校管理費 345,942 6,079 352,021 9,700 △9,700 6,079

国 (9,700)

697,762 6,079 703,841 9,700 △9,700 6,079

計

計

国県支出金 地方債 その他

計

計

特　定　財　源
一般財源

目 補正前の額 補　正　額

- 23 -

計

補 正 額 の 財 源 内 訳

（単位　千円）

　　　公園等整備工事費 6,630

　　　解体撤去工事費 1,428

12. 委託料 8,739 10.都市計画街路整備事業 19,887

18. 負担金補助及 11,148   12 委託料 8,739

び交付金 　　　設計委託料 4,685

　　　測量委託料 4,054

  18 負担金補助及び交付金 11,148

　　　越谷吉川線街路整備事業負担金 11,056

　　　三郷流山線街路整備事業負担金 92

16. 公有財産購入 △3,735 10.消防施設等維持管理事業 △3,735

費   16 公有財産購入費 △3,735

　　　用地購入費 △3,735

 1. 報酬 889 10.外国語教育推進事業 △1,177

 3. 職員手当等 90   12 委託料 △1,177

 8. 旅費 43 　　　語学指導助手派遣委託料 △1,177

12. 委託料 △1,177 20.教育指導推進事業 1,022

13. 使用料及び賃 △539    1 報酬 889

借料 　　　一般事務報酬 889

   3 職員手当等 90

　　　期末手当 90

   8 旅費 43

　　　費用弁償 43

30.教育内容充実事業 △539

  13 使用料及び賃借料 △539

　　　車借上料 △539

10. 需用費 6,079 10.学校管理運営事業（小学校） 6,079

  10 需用費 6,079

　　　修繕料 6,079

 9.教育費

金   額区　　分
説　　   明

- 24 -

節



(款) 9.教育費 (項) 3.中学校費

 1. 学校管理費 150,981 1,423 152,404 1,423

339,786 1,423 341,209 1,423

(款) 9.教育費 (項) 4.社会教育費

 1. 社会教育総 71,553 △581 70,972 △581

務費

 3. 公民館費 105,365 48,529 153,894 18,243 △941 31,227

国 (18,243) 使用料 (△941)

 4. 地区センタ 31,887 500 32,387 500 △1,356 1,356

ー費 国 (500) 使用料 (△1,356)

 5. 市民交流セ 227,229 14,473 241,702 12,350 2,123

ンター費 国 (12,350)

443,859 62,921 506,780 31,093 △2,297 34,125

(款) 9.教育費 (項) 5.スポーツ費

 1. スポーツ総 72,582 0 72,582 △294 294

務費 使用料 (△294)

 2. 体育施設費 140,060 20,619 160,679 17,081 △1,963 5,501

国 (17,081) 使用料 (△1,963)

212,642 20,619 233,261 17,081 △2,257 5,795

計

計

計

目 補正前の額 補　正　額

国県支出金 地方債 その他
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計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特　定　財　源
一般財源

（単位　千円）

10. 需用費 1,423 10.学校管理運営事業（中学校） 1,423

  10 需用費 1,423

　　　修繕料 1,423

18. 負担金補助及 △581 20.社会教育推進事業 △581

び交付金   18 負担金補助及び交付金 △581

　　　市民文化祭運営交付金 △581

10. 需用費 18,243 10.公民館施設管理事業 48,529

12. 委託料 827   10 需用費 18,243

14. 工事請負費 29,459 　　　修繕料 18,243

  12 委託料 827

　　　測量委託料 827

  14 工事請負費 29,459

　　　原状回復工事費 29,459

10. 需用費 500 10.地区センター施設管理事業 500

  10 需用費 500

　　　修繕料 500

10. 需用費 5,169 10.市民交流センターおあしす等管理事業 14,473

11. 役務費 186   10 需用費 5,169

12. 委託料 5,396 　　　消耗品費 588

14. 工事請負費 3,509 　　　修繕料 4,581

17. 備品購入費 213   11 役務費 186

　　　通信運搬費 186

  12 委託料 5,396

　　　施設管理業務委託料 5,396

  14 工事請負費 3,509

　　　ＬＡＮ設備工事費 3,509

  17 備品購入費 213

　　　管理用備品購入費 213

10. 需用費 20,619 10.体育施設管理運営事業 20,619

  10 需用費 20,619

　　　修繕料 20,619

 9.教育費

区　　分 金   額
説　　   明

- 26 -

節



(款)11.諸支出金 (項) 1.基金費

 4. 公共施設整 50 40,000 40,050 40,000

備基金費

170 40,000 40,170 40,000計

一般財源
目 補正前の額 補　正　額

国県支出金 地方債 その他

- 27 -

計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特　定　財　源

（単位　千円）

24. 積立金 40,000 10.公共施設整備基金積立事業 40,000

  24 積立金 40,000

　　　公共施設整備基金積立金 40,000

11.諸支出金

区　　分 金   額
説　　   明

- 28 -

節



１．一　般　職

（１）　総　　　括 （単位　千円）

報　　酬 給　　料 職員手当 計

417人
(392人)

417人
(391人)

0人
(1人)

※（　　）内は短時間勤務職員で外書き

職員手当の内訳

46,680

3,544,001

408,943

比 較

30,589

37,821

0

90 979 0 979

2,976,284 568,696 3,544,980

1,083,303 2,975,305 568,696

1,083,393補 正 後 393,566

補 正 前 392,677 1,499,325

1,499,325

91,531

区 分 職 員 数

給 与 費

備　　考合　　計共 済 費

比 較 889 0

特 殊 勤 務 手 当

46,680

区 分

扶 養 手 当

地 域 手 当

補 正 前

30,996

91,531

補 正 後

30,996

管 理 職 手 当

通 勤 手 当

住 居 手 当

期 末 手 当

勤 勉 手 当

時 間 外 勤 務 手 当

37,821

90

0

1,560

246,775

1,560

188,408

246,775

給 与 費 明 細 書

0

0

0

0

30,589

409,033

188,408

0

0

- 29 -

　ア　会計年度任用職員以外の職員 （単位　千円）

報　　酬 給　　料 職員手当 計

391人
(3人)

391人
(3人)

0人
(0人)

※（　　）内は短時間勤務職員で外書き

職員手当の内訳

区 分 職 員 数

給 与 費

共 済 費 合　　計 備　　考

2,925,067

補 正 後 1,414,958 1,009,348 2,424,306 500,761

0 0

2,925,067

補 正 前 1,414,958 1,009,348 2,424,306 500,761

0

区 分 補 正 後 補 正 前 比 較

比 較 0 0

扶 養 手 当 30,996 30,996 0

地 域 手 当 86,771 86,771 0

0

管 理 職 手 当 46,680 46,680 0

通 勤 手 当 28,443 28,443 0

187,100 187,100 0

住 居 手 当 37,821 37,821 0

期 末 手 当 343,202 343,202

特 殊 勤 務 手 当 1,560 1,560 0

勤 勉 手 当 246,775 246,775 0

時 間 外 勤 務 手 当
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　イ　会計年度任用職員 （単位　千円）

報　　酬 給　　料 職員手当 計

26人
(389人)

26人
(388人)

0人
(1人)

※（　　）内は短時間勤務職員で外書き

職員手当の内訳

（２）　職員手当の増減額の明細

区　　分 増減額

千円

職 員 手 当 90 制度改正に

伴う増減分

その他の 90

増減分 90

区 分 職 員 数

給 与 費

共 済 費 合　　計 備　　考

618,934

補 正 後 393,566 84,367 74,045 551,978 67,935

979 0

619,913

補 正 前 392,677 84,367 73,955 550,999 67,935

979

区 分 補 正 後 補 正 前 比 較

比 較 889 0 90

備 考

通 勤 手 当 2,146 2,146 0

地 域 手 当 4,760 4,760 0

0

時 間 外 勤 務 手 当 1,308 1,308 0

説 明

〇会計年度任用職員

増減事由別内訳

期 末 手 当 65,831 65,741 90

特 殊 勤 務 手 当
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当 該 年 度 中
起 債 見 込 額

当該年度中元金
償 還 見 込 額

普 通 債 11,165,576 14,211,049 2,004,400 983,119 15,232,330

① 総 務 1,793,967 1,695,129 0 98,838 1,596,291

② 民 生 233,865 551,784 42,900 18,901 575,783

③ 衛 生 35,700 57,230 14,700 4,690 67,240

④ 農 林 水 産 147,125 170,548 24,300 13,217 181,631

⑤ 土 木 1,983,601 2,667,517 1,839,300 231,639 4,275,178

⑥ 消 防 471,019 420,723 30,300 56,183 394,840

⑦ 教 育 6,500,299 8,648,118 52,900 559,651 8,141,367

そ の 他 9,674,003 9,587,478 759,364 895,777 9,451,065

①
減 税
補 て ん 債

207,686 159,598 0 41,882 117,716

②
臨 時 財 政
対 策 債

9,466,317 9,427,880 759,364 853,895 9,333,349

20,839,579 23,798,527 2,763,764 1,878,896 24,683,395合　　　　　計

地方債の前々年度末及び前年度末における現在高並びに

当 該 年 度 末 に お け る 現 在 高 の 見 込 み に 関 す る 調 書

（単位　千円）

区 分
前 々 年 度 末

現 在 高

前 年 度 末

現 在 高

当 該 年 度 中 増 減 見 込
当 該 年 度 末

現在高見込額

1.

２．
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